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府政防第２８４号 

消 防 災 第 ４ ７ 号 

平成 31 年３月７日 

各都道府県消防防災主管部長 殿 

 

 

 

内閣府政策統括官（防災担当）付 

参事官（調査・企画担当） 

 

消防庁国民保護・防災部防災課長 

  

 

学校における避難確保計画の作成、計画に基づく避難訓練及び避難訓練を通じた防災

教育の支援について（通知） 

 

平素より防災行政の推進にご尽力賜り、厚く御礼申し上げます。 

政府では、平成 30年 7月豪雨を教訓とし、激甚化・頻発化する豪雨災害に対し、避難

対策の強化を検討することを目的に、中央防災会議の下に平成 30 年 7 月豪雨による水

害・土砂災害からの避難に関するワーキンググループを設置し、平成 30 年 12月に「平

成 30 年 7 月豪雨を踏まえた水害・土砂災害からの避難の在り方について（報告）」(以

下、「報告書」という。）をとりまとめました。 

報告書では、今後の水害・土砂災害からの避難対策への提言として、「自らの命は自ら

が守る」意識の徹底や災害リスクと住民のとるべき避難行動の理解促進が示され、その

中の実施すべき主な取組の一つとして、学校における防災教育と避難訓練の連携の重要

性が指摘されたところです。 

平成 29 年の水防法及び土砂災害防止法の改正により、同法に基づき市町村の地域防

災計画に位置づけられた学校については、避難確保計画の作成及び訓練の実施が義務づ

けられたところであり、学校における警戒避難体制の構築が進められています。 

また、平成 31年度からは市町村の防災訓練の実施に要する経費について、地方交付税

措置を拡充することも予定しており、学校における防災訓練に積極的に取り組んでいた

だきたいと考えています。 

つきましては、学校における避難確保計画の作成、避難訓練及び避難訓練を通じた防

災教育を効果的に実施するため、県・市町村の防災担当部局において、 

・ハザードマップの見方、避難場所や避難経路の選び方、避難勧告等の防災情報の 

意味の教示 

・避難訓練の計画等の助言 

・災害・避難カードの作成支援 

・市町村地域防災計画に要配慮者利用施設として位置づけられた学校についての学校

所管部局への情報提供 
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等について積極的に支援していただきますようお願いします。なお、防災教育の支援

にあたっては、「地域における防災教育の実践に関する手引き」（平成 27年 3月）等も参

考に取り組んでいただくようお願いします。 

なお、本件に関しては、関係各府省庁より地方公共団体の学校所管部局等に対して別

添のとおり通知されておりますので、小学校・中学校等より避難確保計画の作成、避難

訓練及び避難訓練を通じた防災教育について助力を求められた場合は、柔軟に対応する

ようお願いいたします。 

貴殿におかれましては、本通知内容を貴都道府県内の市町村に周知していただきます

ようお願いいたします。 

 （参考） 

○平成 30年 7月豪雨を踏まえた水害・土砂災害からの避難のあり方について（報告） 

   http://www.bousai.go.jp/fusuigai/suigai_dosyaworking/pdf/honbun.pdf 

 

○災害・避難カード事例集 

   http://www.bousai.go.jp/oukyu/hinankankoku/saigai_jireisyu.html 

 

○地域における防災教育の実践に関する手引き 

http://www.bousai.go.jp/kyoiku/index.html 

【本件担当】 
内閣府 政策統括官(防災担当)付参事官(調査･企画担当)付 

参事官補佐  磯部 良太   
主   査  宮下 妙香   
ＴＥＬ：03-3501-5693（直通） 

 
 消防庁 国民保護・防災部 防災課 

 災害対策官   外囿 暖   
 防災企画係長  和田 紘一  

ＴＥＬ：03-5253-7525（直通） 
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